
D̂ 開示すべきセグメント情報
（単位：千円）

区 分 附属学校 大 学 小 計 法人共通 合 計

業 務 費 用
業 務 費 760¶897 4¶938¶173 5¶699¶071 ` 5¶699¶071

教 育 経 費 135¶093 566¶828 701¶922 ` 701¶922

研 究 経 費 382 395¶492 395¶874 ` 395¶874

教育研究支援経費 ` 175¶801 175¶801 ` 175¶801

受 託 研 究 費 ` 83¶568 83¶568 ` 83¶568

受 託 事 業 費 3¶166 77¶158 80¶325 ` 80¶325

人 件 費 622¶255 3¶639¶323 4¶261¶579 ` 4¶261¶579

一 般 管 理 費 20¶977 301¶491 322¶468 ` 322¶468

財 務 費 用 ` 6¶363 6¶363 ` 6¶363

小 計 781¶875 5¶246¶028 6¶027¶904 ` 6¶027¶904

業 務 収 益
運 営 費 交 付 金 収 益 653¶247 3¶044¶498 3¶697¶745 ` 3¶697¶745

学 生 納 付 金 収 益 40¶910 1¶599¶970 1¶640¶881 ` 1¶640¶881

受 託 研 究 等 収 益 ` 85¶012 85¶012 ` 85¶012

受 託 事 業 等 収 益 3¶166 77¶000 80¶166 ` 80¶166

寄 附 金 収 益 43¶909 61¶609 105¶519 ` 105¶519

資 産 見 返 負 債 戻 入 6¶191 157¶734 163¶925 ` 163¶925

施 設 費 収 益 17¶671 8¶724 26¶396 ` 26¶396

補 助 金 収 益 6¶140 106¶374 112¶515 ` 112¶515

財 務 収 益 ` ` ` 2¶740 2¶740

雑 益 52 113¶023 113¶075 ` 113¶075

小 計 771¶290 5¶253¶948 6¶025¶238 2¶740 6¶027¶979

業 務 損 益 � 10¶584 7¶919 � 2¶665 2¶740 75

土 地 7¶957¶590 12¶758¶050 20¶715¶640 ` 20¶715¶640

建 物 1¶152¶008 8¶109¶677 9¶261¶685 ` 9¶261¶685

構 築 物 236¶140 396¶243 632¶383 ` 632¶383

そ の 他 60¶889 3¶098¶094 3¶158¶983 2¶245¶589 5¶404¶573

帰 属 資 産 9¶406¶627 24¶362¶065 33¶768¶693 2¶245¶589 36¶014¶282

６．減価償却費、損益外減価償却相当額、引当外賞与増加見積額及び引当外退職給付増加見積額
は次の通りです。

（単位：千円）

区 分 附属学校 大 学 小 計 法人共通 合 計

減 価 償 却 費 5¶970 270¶463 276¶434 ` 276¶434

損益外減価償却相当額 96¶956 505¶642 602¶598 ` 602¶598

引当外賞与増加見積額 � 232 � 33¶872 � 34¶104 ` � 34¶104

引当外退職給付増加見積額 60¶949 � 177¶673 � 116¶723 ` � 116¶723

７．目的積立金の取り崩しを財源とする費用発生額は、「附属学校」180千円、「大学」17¶104千円
です。

Ê 寄附金の明細

区 分 当期受入額(千円) 件 数(件) 摘 要

附 属 学 校
65¶889 1¶149 寄附金当期受入

0 0 現物寄附

大 学
43¶719 211 寄附金当期受入

122¶696 3¶714 現物寄附

合 計 232¶305 5¶074 うち現物寄附122¶696千円、3¶714件

F̂ 受託研究の明細
（単位：千円）

区 分 期 首 残 高 当期受入額 受託研究等収益 期 末 残 高

附 属 学 校 ` ` ` `

大 学 10¶122 64¶944 72¶712 2¶354

合 計 10¶122 64¶944 72¶712 2¶354

Ĝ 共同研究の明細
（単位：千円）

区 分 期 首 残 高 当期受入額 受託研究等収益 期 末 残 高

附 属 学 校 ` ` ` `

大 学 2¶969 11¶180 12¶299 1¶850

合 計 2¶969 11¶180 12¶299 1¶850
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１．各セグメントに配賦できない業務損益及び資産は「法人共通」に計上しています。
２．業務費用は当該費用によって便益を受けたセグメントの費用としており、また業務収益は当
該資金を獲得したセグメントの収益としています。
３．運営費交付金収益については、特別教育研究経費・特殊要因経費を除き、授業料等と区分せ
ず一括して予算管理していることから、予算配分額を基にまず各セグメント獲得の授業料等を
配賦し、その残りを運営費交付金収益から配賦しています。

４．財務収益の「法人共通」には、受取利息631千円、有価証券利息2¶063千円、為替差益45千円
を計上しています。
５．帰属資産のうち「法人共通」には、投資有価証券159¶982千円、長期預金1¶000千円、預託金
11千円、現金及び預金2¶044¶619千円、有価証券39¶976千円を計上しています。
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